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      第１章  総則 

（目的） 
第１条 この規程は、国立大学法人東京農工大学職員就業規則（以下「就業規則」という。）

第３８条の規定に基づき、国立大学法人東京農工大学に勤務する職員の育児休業、介護

休業等に関する事項を定めることを目的とする。 
２ この規程に定めのある場合のほか、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労

働者の福祉に関する法律（平成 3 年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）
及びその他の関係法令及び諸規則の定めるところによる。 

 
      第２章  育児休業等 
        第１節  育児休業 
（育児休業） 
第２条 この規程において、「育児休業」とは、職員が３歳（次条第１項第１号イ、ロのい

ずれにも該当する職員については１歳６ヶ月。以下第５条及び第６条第１項第２号にお

いて同じ。）に満たない実子又は養子を養育するためにする休業をいう。 
（育児休業の適用除外者） 
第３条 次の各号の一に該当する職員は、育児休業をすることができない。 
一 期間を定めて雇用される職員（ただし、申出の時点において、採用されて１年以上
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経過している職員を除く。） 
二 学長と職員の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、過半数で組織

する労働組合がないときは、職員の過半数を代表する者との間で締結された協定によ

り、適用除外とされた次に掲げる職員 
イ 職員の配偶者（内縁関係を含む。以下同じ。）が常態としてその子の養育をするこ

とができる職員 
ロ １週間の所定労働日数が２日以下の職員 

２ 前項第２号イの「職員の配偶者（内縁関係を含む。）が常態としてその子の養育をする

ことができる」とは、次に掲げるいずれにも該当する場合をいう。 
一 職業に就いていない者（育児休業その他の休業により就業していない者及び１週間

の就業日数が２日以下の者を含む。） 
二 負傷、疾病、又は精神若しくは身体の障害により、自ら子を養育することが困難な

状態にある者でないこと。 
三 ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定であるかは産

後８週間を経過しない者でないこと。 
四 育児休業申出に係る子と同居している者であること。 
 （育児休業の申出） 
第４条 育児休業を取得しようとする職員は、育児休業を開始しようとする期間の初日（以

下「育児休業開始予定日」という。）及び末日（以下「育児休業終了予定日」という。）

を明らかにして、当該育児休業開始予定日の１ヶ月前の日までに育児休業申出書に必要

な証明書類を添付して、学長に申し出なければならない。 
２ 申し出の時点において、育児休業に係る子が出生していない場合にあっては、当該子

の出生後２週間以内に育児休業対象児出生届に必要な証明書類を添付して届けなければ

ならない。 
３ 第１項の申し出において、育児休業開始予定日とされた日が当該育児休業の申し出が

あった日の翌日から１月に満たない場合には、学長は職員が希望する育児休業開始予定

日と申し出があった日の翌日から起算して１月を経過する日までの間のいずれかの日を

指定することができる。 
４ 次の各号の一に該当する事由が生じた場合で、育児休業開始予定日が申出のあった日

の翌日から１週間に満たないときは、学長は職員が希望する育児休業開始予定日と申し

出のあった日から起算して１週間を経過する日までの間のいずれかの日を指定すること

ができる。 
一 出産予定日前に子が出生したこと。 
二 配偶者が死亡したこと。 
三 配偶者が負傷、疾病、又は精神若しくは身体の障害により自ら育児休業申出に係る

子を養育することが困難になったこと。 
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四 配偶者が育児休業申出に係る子と同居しなくなったこと。 
５ 学長は、育児休業の申し出があった場合には、当該育児休業を申し出た職員に育児休

業取扱通知書をすみやかに交付しなければならない。 
（育児休業期間） 
第５条 育児休業を取得できる期間は、原則として子が満３歳に達する日（誕生日の前日）

までの間であって、育児休業申出書に記載した連続した一定の期間とする。 
 （育児休業期間の終了） 
第６条 育児休業を取得している職員が、次の各号の一に該当することとなった場合には、

育児休業はその事由が生じた日（第７号から第１１号に掲げる事由が生じた場合にあっ

ては、その前日）をもって終了する。 
一 育児休業終了予定日が到来したとき。 
二 育児休業に係る子が３歳に達したとき。 
三 育児休業に係る子が死亡したとき。 
四 育児休業に係る子が養子の場合で、離婚や養子縁組を取消したとき。 
五 育児休業に係る子が他人の養子となったことその他の事情により同居しないことと   

なったとき。 
六 負傷、疾病、又は精神若しくは身体の障害により自ら育児休業申出に係る子を養育

することが困難になったとき。 
七 職員の配偶者が第３条第２項各号のいずれにも該当する状態となり、育児休業にか

かる子を養育できることとなったとき。 
八 育児休業をしている職員が産前産後休暇となったとき。 
九 育児休業をしている職員が新たに育児休業又は介護休業を取得したとき。 
十 その他育児休業に係る子が３歳に達するまでの間、その子を養育することができな

い状態となったとき。 
２ 前項（第１号を除く。）に該当することとなった職員は、必要に応じて、証明書類を養

育状況変更届に添付して、遅滞なく学長に届け出なければならない。 
３ 学長は、職員が第１項第１号に該当した場合及び前項の届出内容の事実を確認後、職

員に育児休業終了確認通知書を交付しなければならない。 
 （育児休業の申出回数） 
第７条 育児休業の申し出は、一子につき１回限りとする。また、双子以上の場合もこれ

を一子とみなす。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、再度の申し出がで

きるものとする。 
一 育児休業している職員が新たな子を妊娠し、新たな育児休業又は産前産後の休暇を

取得したことにより最初の育児休業が終了した場合で、当該新たな子が死亡又は養子

縁組等により別居することとなったとき。 
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二 育児休業している職員が介護休業の開始により育児休業が終了した場合で、当該介

護休業が終了する日までに、当該介護休業に係る対象家族が死亡したとき又は離婚、

婚姻の取消、離縁等により当該介護休業に係る対象家族との親族関係が消滅したとき。 
三 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の育児休

業終了時に予測することができなかった事実が生じたことにより当該育児休業に係る

子について再度の育児休業をしなければその養育に著しい支障が生じるとき。 
（育児休業開始予定日の変更） 
第８条 育児休業の申し出をした職員は、育児休業開始予定日の前日までに次の各号の一

に該当する事由が生じた場合には、育児休業期間変更申出書に別表１に掲げる書類を添

付して、学長に申し出ることにより、育児休業開始予定日を１回に限り、育児休業開始

予定日とされた日より前の日に変更することができる。 
 一 出産予定日前に子が出生したとき。 
 二 配偶者が死亡したとき。 
 三 配偶者が負傷、疾病、又は精神若しくは身体の障害により自ら育児休業申出に係る

子を養育することが困難になったこと。 
 四 配偶者が子と同居しなくなったとき。 
２ 前項の変更の申し出において、育児休業期間変更申出書に記載された育児休業開始予

定日が、変更の申出のあった日の翌日から１週間に満たないときは、学長は職員が希望

する育児休業開始予定日と申し出のあった日から起算して１週間を経過する日までの間

のいずれかの日を指定することができる。 
３ 学長は、第１項の申し出があった場合には、当該職員に育児休業期間変更通知書をす

みやかに交付しなければならない。 
 （育児休業終了予定日の変更） 
第９条 育児休業の申し出をした職員は、育児休業終了予定日の１月前の日までに育児休

業期間変更申出書で学長に申し出ることにより、育児休業終了予定日を１回に限り、育

児休業終了予定日とされた日より後の日に変更することができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、配偶者と別居したことその他の育児休業終了予定日の変更

の申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより、当該育児休業に係る

子について育児休業終了予定日の再度の変更をしなければ、その養育に著しい支障が生

ずることとなるときは、再度の申し出ができるものとする。 
３ 学長は、第１項の申し出があった場合には、当該職員に育児休業期間変更通知書をす

みやかに交付しなければならない。 
（特別な事情がある場合の育児休業期間の延長） 
第１０条 育児休業をしている教職員のうち、子が３歳に達する時点で保育所に入れない

など特別な事情がある場合は、満３歳に達する日以降の最初の４月１日を限度とし、育

児休業を延長することができる。 
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（育児休業中の身分等） 
第１１条 育児休業をしている職員は、職員としての身分（育児休業申出をしたとき占め

ていた職名を含む。）を保有するが、職務に従事しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、育児休業期間中に、業務上の必要により配置換等を行うこ

とがある。 
（育児休業中の給与） 
第１２条 育児休業している期間については、給与を支給しない。 
２ 前項に規定するほか、育児休業している職員の給与の取扱いについては、国立大学法

人東京農工大学職員給与規程（以下「給与規程」という。）による。 
（育児休業に伴う代替要員） 
第１３条 学長は、育児休業している職員の業務を処理することが困難であると認めると

きは、任期を定めて職員を採用することができる。 
２ 前項の職員を採用する場合の手続きについては、国立大学法人東京農工大学職員採

用・昇任規程による。 
（職務復帰） 
第１４条 職員は、育児休業を取得している事由が消滅した場合、及び育児休業の期間が

終了した場合には、職務に復帰するものとする。 
（育児休業申出の撤回） 
第１５条 育児休業の申し出をした職員は、育児休業開始予定日の前日までに、育児休業

撤回申出書により学長に申し出ることにより、育児休業申出を撤回することができる。 
２ 学長は、前項の申し出があった場合には、職員に育児休業撤回確認通知書を交付しな

ければならない。 
３ 第１項の規定により育児休業申出を撤回した職員は、当該育児休業申出に係る子につ

いては、次に掲げる特別な事情がある場合を除き、再度の育児休業申出をすることがで

きない。 
 一 配偶者の死亡 
 二 配偶者が負傷、疾病、又は精神若しくは身体の障害により自ら育児休業申出に係る

子を養育することが困難になったとき。 
 三 婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業申出に係る子と同居しないことと

なったとき。 
４ 育児休業の申し出がされた後、育児休業開始予定日とされた日の前日までに、次に掲

げる事由が生じたときは、当該育児休業申出は、されなかったものとみなす。 
 一 育児休業申出に係る子が死亡したとき。 
 二 育児休業申出に係る子が養子である場合で、離縁又は養子縁組を取消したとき。 
 三 育児休業申出に係る子が養子となったことその他の事情により当該育児休業申出を

した職員と当該子が同居しないこととなったとき。 
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 四 負傷、疾病、又は精神若しくは身体の障害により自ら育児休業申出に係る子を養育

することが困難になったとき。 
５ 前項に該当することとなった職員は、遅滞なく、養育状況変更届により学長に届け出

なければならない。 
 
        第２節  育児短時間勤務 
（育児短時間勤務） 
第１６条 この規程において「育児短時間勤務」とは、職員が小学校就学の始期に達しな

い実子または養子を養育するために国立大学法人東京農工大学職員の労働時間、休暇等

に関する規程（以下「労働時間規程」という。）により定められた所定労働時間を短縮し

て勤務することをいう。 
 ２  職員は次の各号に掲げるいずれかの勤務の形態により、育児短時間勤務をすることが
できる。 
一  月曜日から金曜日において、１日につき３時間５５分勤務すること 
二  月曜日から金曜日において、１日につき４時間５５分勤務すること 
三  月曜日から金曜日までの５日間のうち２日を休日とし、休日以外の日において、１
日につき７時間４５分勤務すること。 
四  月曜日から金曜日までの５日間のうち２日を休日とし、休日以外の日のうち、２日
については１日につき７時間４５分、１日については１日につき３時間５５分勤務す

ること 
五  前各号の規定にかかわらず、学長が特に必要と認めた場合には１週間当たりの勤務
時間が１９時間２５分から２４時間３５分までの範囲内の時間となるように勤務する

ことができる。 
（育児短時間勤務の適用除外者） 
第１７条 前条に規定する育児短時間勤務の適用を除外される者は、第３条に規定する職

員とする。 
 （育児短時間勤務の申出） 

第１８条 育児短時間勤務を取得しようとする職員は、当該育児短時間勤務を開始しよう

とする日の１ヶ月前の日までに育児短時間勤務申出書に必要な証明書類を添付して、学

長に申し出なければならない。 
２ 前項の申し出は、期間の初日及び末日並びにその勤務の形態における勤務の日及び時

間帯を明らかにして申し出なければならない。 
３  学長は、育児短時間勤務の申し出があった場合には、当該育児短時間勤務を申し出た
職員に育児短時間勤務取扱通知書をすみやかに交付しなければならない。 

  （育児短時間勤務期間） 
第１９条 育児短時間勤務を取得できる期間は、子が出生した日から小学校就学の始期に
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達する日までの必要な期間とする。（１月以上１年以下の期間に限る。） 
２ 前項にかかわらず、育児短時間勤務に係る子を出産した職員については、労働時間規

程に定める産後休暇の終了日の翌日からとする。 
（育児短時間勤務期間の終了） 
第２０条 育児短時間勤務期間の終了については、第６条の規定を準用する。この場合に

おいて、第６条第１項第２号及び第１０号中｢３歳｣とあるのは｢小学校就学の始期｣、第

３項中｢育児休業終了確認通知書｣とあるのは｢育児短時間勤務終了通知確認書｣と読み替

えるものとする。 
  （育児短時間勤務期間の延長） 
第２１条  育児短時間勤務をしている職員は、学長に対し当該育児短時間勤務の延長を申
し出ることができる。 
２  育児短時間勤務の延長の申し出については、第１８条の規定を準用する。この場合に
おいて第１８条第３項中｢育児短時間勤務取扱通知書｣とあるのは｢育児短時間勤務期間

変更通知書｣と読み替えるものとする。 
（育児短時間勤務中の給与） 
第２２条 育児短時間勤務をしている期間については、その勤務時間数に応じて定められ

る額の給与を支給する。 
２ 前項に規定するほか、育児短時間勤務をしている職員の給与の取扱いについては、給

与規程による。 
 
       第３節  育児部分休業 
（育児部分休業） 
第２３条 この規程において「育児部分休業」とは、職員が小学校第４学年の始期に達し

ていない実子又は養子を養育するために労働時間規程により定められた所定労働時間の

始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間（労働時間規程第２４条第１項第８号に

定める保育時間の休暇を承認されている職員については、２時間から当該保育時間を減

じた時間）を超えない範囲内で、職員の託児の態様、通勤の状況から必要とされる時間

について、３０分単位でする休業をいう。 
（育児部分休業の適用除外者） 
第２４条 前条に規定する育児部分休業の適用を除外される者は、第３条に規定する職員

とする。 
 （育児部分休業の申出） 

第２５条 育児部分休業を取得しようとする職員は、育児部分休業を開始しようとする日

の１ヶ月前の日までに育児部分休業申出書に必要な証明書類を添付して、学長に申し出

なければならない。 
2 前項の申し出は、必要な期間を包括して申し出なければならない。 
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（育児部分休業期間） 
第２６条 育児部分休業を取得できる期間は、子が出生した日から小学校第４学年の始期

に達する日までの必要な期間とする。 
２ 前項にかかわらず、育児部分休業に係る子を出産した職員については、労働時間規程

に定める産後休暇の終了日の翌日からとする。 
（育児部分休業期間の終了） 
第２７条 育児部分休業期間の終了については、第６条第１項各号及び第２項の規定を準

用する。この場合において、第６条第１項第２号及び第１０号中｢３歳｣とあるのは、｢小

学校第４学年の始期｣と読み替えるものとする。 
（育児部分休業中の給与） 
第２８条 育児部分休業をしている時間については、その勤務しない１時間につき、給与

規程に規定する労働時間１時間あたりの給与額を減額する。 
２ 前項に規定するほか、育児部分休業をしている職員の給与の取扱いについては、給与

規程による。 
 
 
        第４節  その他 
  （裁量労働制の適用除外） 
第２９条  教育職員が育児短時間勤務又は育児部分休業をする場合には、労働時間規程第
５条に定める裁量労働制の適用を受けないものとする。 
（不利益取扱いの禁止） 
第３０条 職員は、育児休業、育児短時間勤務及び育児部分休業を申し出たこと、又は取

得したことを理由として、解雇その他の不利益な取扱いを受けない。 
（労働保険及び社会保険） 

第３１条 育児休業中の職員の労働保険及び共済組合の被保険者資格は、休業期間中も継

続する。 

２ 休業期間中の共済掛金については、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８

号）の定めるところにより、保険料免除の手続きをとるものとする。 
 

第３章  介護休業等 
        第１節  介護休業 
（介護休業） 
第３２条 この規程において、「介護休業」とは、職員が負傷、疾病又は老齢により２週間

以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある状態（以下、要介護状態という。）に

ある配偶者、父母、子、配偶者の父母及び職員と同居している祖父母、孫、兄弟姉妹、

父母の配偶者、配偶者の父母の配偶者、子の配偶者、配偶者の子（以下、対象家族とい
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う。）の介護を行うためにする休業をいう。 
（介護休業の適用除外者） 
第３３条 次の各号の一に該当する職員は、介護休業をすることができない。 
一 期間を定めて雇用される職員（ただし、申出の時点において、採用されて１年以上

経過している職員を除く。） 
二 １週間の所定労働日数が２日以下の職員 
 （介護休業の申出） 
第３４条 介護休業を取得しようとする職員は、介護休業を開始しようとする期間の初日

及び末日を明らかにして、当該介護休業開始予定日の２週間前の日までに介護休業申出

書に必要な証明書類を添付して、学長に申し出なければならない。 
２  第１項の申し出において、家族の急な発病等のやむを得ない理由により介護休業開始
予定日とされた日が介護休業の申し出があった日の翌日から２週間に満たない場合には、

学長は職員が希望する介護休業開始予定日を介護休業開始日として指定することができ

る。 
３ 学長は、介護休業の申し出があった場合には、当該介護休業を申し出た職員に介護休

業取扱通知書をすみやかに交付しなければならない。 
（介護休業期間） 
第３５条 介護休業を取得できる期間は、原則として対象家族１人につき、要介護状態に

至るごとに通算して１８６日（第３３条第１項に定める職員については９３日）までの

必要な期間とする。 
 ２  前項の通算日数には第４０条及び第４７条に定める介護短時間勤務、介護部分休業を
取得した期間を含めるものとする。 
 （介護休業期間の終了） 
第３６条 介護休業を取得している職員が、次の各号の一に該当することとなった場合に

は、介護休業はその事由が生じた日（第４号及び第５号に掲げる事由が生じた場合にあ

っては、その前日）をもって終了する。 
一 介護休業終了予定日が到来したとき。 
二 介護休業に係る対象家族が死亡したとき。 
三 介護休業に係る対象家族の症状が軽減し、介護が不要となったとき。 
四  介護休業をしている職員が産前産後休暇となったとき。 
五 介護休業をしている職員が新たに介護休業又は育児休業を取得したとき。 
２ 前項（第１号を除く。）に該当することとなった職員は、必要に応じて、証明書類を介

護状況変更届に添付して、遅滞なく学長に届け出なければならない。 
３ 学長は、職員が第１項第１号に該当した場合及び前項の届出内容の事実を確認後、職

員に介護休業終了確認通知書を交付しなければならない。 
 （介護休業中の身分等） 
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第３７条 介護休業をしている職員は、職員としての身分（介護休業申出をしたとき占め

ていた職名を含む。）を保有するが、職務に従事しない。 
２ 前項の規定にかかわらず、介護休業期間中に、業務上の必要により配置換等を行うこ

とがある。 
（介護休業中の給与） 
第３８条 介護休業している期間については、給与を支給しない。 
２ 前項に規定するほか、介護休業している職員の給与の取扱いについては、給与規程に

よる。 
（職務復帰） 
第３９条 職員は、介護休業を取得している事由が消滅した場合、及び介護休業の期間が

終了した場合には、職務に復帰するものとする。 
 
        第２節  介護短時間勤務 
（介護短時間勤務） 
第４０条 この規程において「介護短時間勤務」とは、職員が要介護状態にある対象家族

の介護を行うために労働時間規程により定められた所定労働時間を短縮して勤務するこ

とをいう。 
２  職員は次の各号に掲げるいずれかの勤務の形態により、介護短時間勤務をすることが
できる。 
一  月曜日から金曜日において、１日につき３時間５５分勤務すること 
二  月曜日から金曜日において、１日につき４時間５５分勤務すること 
三  月曜日から金曜日までの５日間のうち２日を休日とし、休日以外の日において、１
日につき７時間４５分勤務すること。 
四  月曜日から金曜日までの５日間のうち２日を休日とし、休日以外の日のうち、２日
については１日につき７時間４５分、１日については１日につき３時間５５分勤務す

ること 
五  前各号の規定にかかわらず、学長が特に必要と認めた場合には１週間当たりの勤務
時間が１９時間２５分から２４時間３５分までの範囲内の時間となるように勤務する

ことができる。 
（介護短時間勤務の適用除外者） 
第４１条 前条に規定する介護短時間勤務の適用を除外される者は、第３３条に規定する

職員とする。 
 （介護短時間勤務の申出） 

第４２条 介護短時間勤務を取得しようとする職員は、介護短時間勤務を開始しようとす

る日の２週間前の日までに介護短時間勤務申出書に必要な証明書類を添付して、学長に

申し出なければならない。 
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２ 前項の申し出は、期間の初日及び末日並びにその勤務の形態における勤務の日及び時

間帯を明らかにして申し出なければならない。 
３  学長は、介護短時間勤務の申し出があった場合には、当該介護短時間勤務を申し出た
職員に介護短時間勤務取扱通知書を速やかに交付しなければならない。 

  （介護短時間勤務期間） 
第４３条 介護短時間勤務を取得できる期間は、原則として対象家族１人につき、要介護

状態に至るごとに通算して１，０９６日までの必要な期間とする。 
 ２  前項の通算日数には介護休業及び第４７条に規定する介護部分休業を取得した期間
を含めるものとする。 
（介護短時間勤務期間の終了） 
第４４条 介護短時間勤務期間の終了については、第３６条の規定を準用する。この場合

において、第３６条第３項中｢介護休業終了確認通知書｣とあるのは｢介護短時間勤務終了

確認通知書｣と読み替えるものとする。 
  （介護短時間勤務期間の延長） 
第４５条  介護短時間勤務をしている職員は、学長に対し当該介護短時間勤務の延長を申
し出ることができる。 
２  介護短時間勤務の延長の申し出については、第４２条の規定を準用する。この場合に
おいて｢介護短時間勤務取扱通知書｣とあるのは｢介護短時間勤務期間変更通知書｣と読み

替えるものとする。 
（介護短時間勤務中の給与） 
第４６条 介護短時間勤務をしている期間については、その勤務時間数に応じて定められ

る額の給与を支給する。 
２ 前項に規定するほか、介護短時間勤務をしている職員の給与の取扱いについては、給

与規程による。 
 
       第３節  介護部分休業 
（介護部分休業） 
第４７条 この規程において「介護部分休業」とは、職員が要介護状態にある対象家族の

介護を行うために労働時間規程により定められた所定労働時間の始め又は終わりにおい

て、１日を通じて２時間を超えない範囲内で、介護に必要とされる時間について、３０

分単位でする休業をいう。 
（介護部分休業の適用除外者） 
第４８条 前条に規定する介護部分休業の適用を除外される者は、第３３条に規定する職

員とする。 
 （介護部分休業の申出） 

第４９条 介護部分休業を取得しようとする職員は、介護部分休業を開始しようとする日

11 



の２週間前の日までに介護部分休業申出書に必要な証明書類を添付して、学長に申し出

なければならない。 
2 前項の申し出は、必要な期間を包括して申し出なければならない。 
（介護部分休業期間） 
第５０条 介護部分休業を取得できる期間は、原則として対象家族１人につき、要介護状

態に至るごとに通算して１，８２７日までの必要な期間とする。 
 ２  前項の通算日数には介護休業及び介護短時間勤務を取得した期間を含めるものとす
る。 
（介護部分休業期間の終了） 
第５１条 介護部分休業期間の終了については、第３６条第１項各号及び第２項の規定を

準用する。 
（介護部分休業中の給与） 
第５２条 介護部分休業をしている時間については、その勤務しない１時間につき、給与

規程に規定する労働時間１時間あたりの給与額を減額する。 
２ 前項に規定するほか、介護部分休業をしている職員の給与の取扱いについては、給与

規程による。 
 
 
        第４節  その他 
  （裁量労働制の適用除外） 
第５３条  教育職員が介護短時間勤務又は介護部分休業を取得した場合は、労働時間規程
第５条に定める裁量労働制の適用を受けないものとする。 
（不利益取扱いの禁止） 
第５４条 職員は、介護休業、介護短時間勤務及び介護部分休業を申し出たこと、又は取

得したことを理由として、解雇その他の不利益な取扱いを受けない。 
（労働保険及び社会保険） 

第５５条 介護休業中の職員の労働保険及び共済組合の被保険者資格は、休業期間中も継

続する。 

 

      第４章  早出遅出勤務 

（早出遅出勤務） 
第５６条  この規程において、｢早出遅出勤務｣とは子を養育又は家族の介護を行う職員が
１日の勤務時間を変更することなく始業又は終業時刻を変更して勤務する制度をいう。 

 （早出遅出勤務の適用者） 
第５７条 学長は、次に掲げる職員がその子を養育し、又はその家族を介護

するために請求した場合には、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、当
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該職員に当該請求に係る早出遅出勤務をさせるものとする。ただし、当該

勤務の始業及び終業の時刻は、午前 7 時から午後 10 時までの間に設定する

ものとする。 

一 小学校第４学年の始期に達するまでの子（職員と同居している子に限

る。）のある職員 

二 要介護状態にある対象家族の介護を行う職員 

２ 前項の規定にかかわらず、子を養育するために請求する職員で当該職員の

配偶者（当該請求に係る子の親である者に限る。）が次のいずれにも該当す

る場合は、早出遅出勤務を請求することができない。 

一 職業に就いていない者（育児休業その他の休業により就業していない

者及び１週間の就業日数が２日以下の者を含む。）であること。 

二 負傷、疾病、身体上・精神上の障害により、子を養育することが困難

な状態にある者でないこと。 

三 ６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産する予定の者又は産

後８週間を経過しない者でないこと。 

 （早出遅出勤務の請求） 

第５８条 早出遅出勤務を請求しようとする職員は、１回につき１月以上の期

間（以下「早出遅出勤務期間」という。）について、勤務を開始しようとす

る日（以下「勤務開始予定日」という。）及び勤務を終了しようとする日を

明らかにして、原則として勤務開始予定日の１月前までに早出遅出勤務請求

書に当該要件を証明する書類を添えて学長に請求しなければならない。 

２ 請求の日後に当該請求に係る子が出生したときは、当該請求をした職員は、

出生後２週間以内に学長に出生に係る証明書を提出しなければならない。 

３ 勤務開始予定日の前日までに、請求をした職員が、当該請求に係る子の死

亡、家族の死亡等により子を養育し、又は家族を介護しないこととなった場

合には、当該請求はされなかったものとみなす。この場合において、当該職

員は、当該事由の発生後速やかに、学長にその旨を報告しなければならない。 

 （早出遅出勤務の終了） 

第５９条 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には，早出遅出勤務

期間は終了するものとし、当該期間の終了日は次の各号に掲げる日とする。 

一 請求をした職員が、当該請求に係る子を養育又は家族を介護しないこ

ととなった場合、当該請求に係る子と同居しないこととなった場合及び

第５７条第 2 項に該当することとなった場合は、当該事由が発生した日 

二 請求に係る子（第５７条第１項第１号に掲げる職員の子に限る。）が

小学校第４学年の始期に達した場合は、その日（当該請求に係る子が満

９歳に達する日以後の最初の３月３１日） 
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三 請求をした職員について、産前産後休暇、育児休業、育児短時間勤務、

育児部分休業、介護休業、介護短時間勤務又は介護部分休業の期間が始

まった場合は、その前日 

２ 前項第 1 号の事由が生じた場合には、職員は速やかに学長にその旨を報告

しなければならない。 

 

附 則 
１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 
２  国立大学法人東京農工大学育児休業等規程（１６経教規程第３５号）は廃止する。 
３ この規程の適用日において、適用日以前に国家公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１０９号）又は国立大学法人東京農工大学育児休業等規程に基づき、育児

休業又は部分休業している職員については、適用日以降新たにこの規程に基づく育児休

業又は育児部分休業の申出を要しないものとする。 
４  この規程の適用日において、適用日以前に一般職の職員の勤務時間、休暇等に
関する法律（平成６年法律第３３号）又は労働時間規程に基づき、介護休

暇を取得している職員については、適用日以降新たにこの規程に基づく介

護休業又は介護部分休業の申出を要しないものとする。 
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